
復興に関わる重要事項の審議。原則３ヶ月に一度開催。

会長以下、役員、関係部長、県内各事業所長他出席。

福島県内の猪苗代電力所、浜通り電力所、広野火力発電所、広野火力建設所、福島第一安定化センター、
福島第一原子力発電所、福島第二原子力発電所との協力体制を構築

福島復興本社
＜代表：執行役副社長＞

（2013.1.1設立）

福島原子力補償相談室

企画総務部

福島広報部

復興推進室

除染推進室

社員数：約２０名
主な業務：総括機能、地域経済復興策等の企画立案
設置場所：Ｊヴィレッジ

社員数：約１２００名
主な業務：賠償業務（迅速かつ円滑な賠償）
設置場所：福島市（総括箇所）

社員数：約１３０名
主な業務：除染業務（人的・技術的な協力、等）
設置場所：福島市（総括箇所）

社員数：約１５０名
主な業務：復興推進業務（各自治体との調整、推進活動等）
設置場所：福島市（総括箇所）

社員数：約２０名
主な業務：広報業務（県内の原子力・火力・水力発電所の広報

活動、賠償・除染・復興推進の状況の広報活動、等）

設置場所：福島市

※社員数は平成25年１月１日現在

主な取り組み等

福島本部（約1500名）

各事務所 福島市、いわき市、郡山市、会津若松市、南相馬市

福島復興本社会議

基本スタンス；福島事故の責任の全う

(3)賠償への取り組み

(1)福島復興への取り組み

○除染の専門技術者の派遣を１００名→３００名へ増強

○１０万人派遣プロジェクト（役員・社員１０万人で復興推進活動）

○福島復興・雇用創出プロジェクト

・労務関係処理業務の浜通り地域への移転

・世界最新鋭の石炭火力発電所の設置

・Ｊヴィレッジの復興 等

○生活再建の礎である財物賠償財物賠償の早期実施

○国際アドバイザリチームの創設

（海外の英知を導入し、廃炉を効果的・効率的に推進）

福島復興本社の概要と主な取り組み等について

(4)着実な廃炉への取り組み

(5)適時・適切かつわかりやすい情報発信

○福島復興本社会議後の会見ほか、時宜をとらえた情報発信

の展開。※上記のほか、福島本部内会議を原則として毎週開催。

(2)除染・復興推進への取り組み
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